
お問い合わせ

大分県 土木建築部 都市・まちづくり推進課 都市計画班
〒870-8501 大分市大手町3丁目1番1号　  TEL 097-506-4659(直通)　  FAX 097-506-1778
E-mail : a17510@pref.oita.lg.jp　 ホームページ : https://www.pref.oita.jp/soshiki/17510/

 【表紙デザイン】
▶学生にデザインを募集し、厳正な審査を経て、最優

秀賞に選定された、立命館アジア太平洋大学の学生
デザインを採用しました。

　改訂した都市計画区域マスタープランは、法制度の改正、社会経済情勢の変化、住民の皆様の意向等を踏まえ適宜見直しを行います。

また、県と市町、 まちづくり懇談会で協働して計画内容の進捗管理を行い、状況を広く住民等へ公表しながら、計画内容の継続的な改善

を進めていきます。

計画の管理と継続的改善

住民説明会・公聴会
大分市と津久見市では

都市計画フォーラムを開催

意見書の提出
（縦覧期間中）

まちづくり懇談会(第3回)

まちづくり懇談会(第2回)

まちづくり懇談会(第1回)

学生との意見交換会

市・町の意見調整

市・町の意見調整

市・町の意見調整

都市計画審議会
調査検討部会

都市計画審議会
調査検討部会

県議会への報告

県議会への報告

都市計画審議会
調査検討部会

国の機関との調整※

国土交通大臣の同意※

※大分・別府が該当

県議会への報告

【現行】
都市計画区域マスタープラン

都市計画区域マスタープラン
変更決定・告示【改訂】

大分県都市計画審議会

都市計画区域マスタープラン
変更(案)の公告・縦覧

都市計画区域マスタープラン
変更(素案)の公告・縦覧

都市計画区域マスタープラン
改訂(素案)

都市計画区域マスタープラン
見直しの基本方針

地域の声を反映するため、地域振興や各
分野（まちづくり・福祉・商工業・観光・
環境・農業・交通・自治会長等）で高い
識見を持ち市町長から推薦された委員 8
名程度で構成

【まちづくり懇談会】

30

2

住　　民 市　　町 県 関係機関

改訂までの手続きとスケジュール



個 別 の 制 度 ・ 事 業

上 位 関 連 計 画

調整

即す

20 年前の都市像 『拡散型』
●車社会の進展により居住地、商業地、行政機関が郊外に拡散
●郊外において無秩序な開発が進む一方、中心部が衰退化
●郊外への無秩序な開発で新規に都市基盤整備が必要となり、支出が増加

10 年前の都市像 『集約型』
●人口減少・超高齢社会に対応し、都市の中心部に都市機能を集積
●基本的には郊外の開発を抑制するため、郊外の生活利便性は低下
●集約型の都市像によって、都市の一極集中が懸念

これからの都市像 『コンパクト・プラス・ネットワーク型』

●集約型の都市像に加えて、公共交通等によるネットワークを強化
●郊外においても一定程度の生活利便施設を確保
●交通結節点を拠点とした都市づくりの進展

　都市計画区域マスタープランとは、長期的な都市の将来像を明確にするため、都市計画区域における整備、開発及び保全の方
針について定めるものです。

　大分県では、平成16年4月に都市計画区域マスタープランを策定し、都市施設の整備目標年次の到達、市町村合併等による変
化を背景に、すべての都市計画区域マスタープランを見直し平成23年3月に改訂しました。その後、おおよそ10年後の目標年次
に到達したことを受け、社会経済情勢の変化や新たな法・制度改正に伴って、令和3年3月に改訂しました。
　今回の区域マスタープランは、令和2年を基準年として「都市の将来像」に関する目標年次を概ね20年後の令和22年、「都市施
設の整備目標」等に関する目標年次を概ね10年後の令和12年としています。

《将来都市づくりのテーマ》

『地域の豊かな個性を繋ぎ、自然と都市の幸が湧き出る、おんせん県おおいたの都市づくり』
つな まち さち

本県の目指すべき将来の都市像都市計画区域マスタープランの改訂

都市計画区域マスタープランの位置付けと役割

都市計画区域マスタープラン

【整備】  都市施設に関する方針

【開発】  市街地開発事業に関する方針

【保全】  土地利用に関する方針

道路、公園などの都市に必要な施設について定める計画

土地区画整理事業などの事業について定める計画

市街化区域及び市街化調整区域の区分などの土地利用
について規制・誘導するための計画

目標年次　都市の将来像　　　：令和22年
　　　　　都市施設の整備目標：令和12年

【令和3年3月】　都市計画区域MP改訂

目標年次　都市の将来像　　　：平成42年
　　　　　都市施設の整備目標：平成32年

【平成23年4月】　都市計画区域MP改訂

大分県長期総合計画：安心･活力･発展プラン2015（2020年改訂版）
大分県国土利用計画、大分県土地利用基本計画

市町村総合計画
国土利用計画市町村計画

大分県の都市計画の方針
第１章　大分県の都市計画の方針

県土全体の将来像及び都市づくりの方向性

第２章　圏域整備の方針
圏域別（広域都市圏、連携都市圏）の
将来像及び都市づくりの方向性

第３章　都市計画等の運用方針
将来像を実現させるための都市計画制度の運用

都市計画区域
マスタープラン

（都市計画法第6条の2）

・都市計画の目標
・主要な都市計画の決定の方針
・都市防災に関する方針 など

市町村都市計画
マスタープラン

（都市計画法第18条の2）

住民に最も身近な市町村
が、より地域に密着した
見地から、創意工夫の下
に定める

病院・学校病院・学校

ショッピングセンターショッピングセンター

駅駅

病院・学校病院・学校

ショッピングセンターショッピングセンター

駅駅 病院・学校病院・学校

ショッピングセンターショッピングセンター

駅駅

郊外の団地開発郊外の団地開発

中心市街地の空洞化中心市街地の空洞化

郊外の無秩序な開発郊外の無秩序な開発

郊外の沿道開発郊外の沿道開発

郊外の団地開発の抑制郊外の団地開発の抑制

郊外の沿道開発の抑制郊外の沿道開発の抑制

都市機能の集積都市機能の集積

歴史景観・自然環境の保全・創出歴史景観・自然環境の保全・創出

郊外の生活利便施設を確保郊外の生活利便施設を確保
中心部と郊外の
ネットワークの強化
中心部と郊外の
ネットワークの強化

交通結節点を
拠点とした都市づくり
交通結節点を
拠点とした都市づくり

病院・学校病院・学校

ショッピングセンターショッピングセンター

  目標年次の到達
  社会経済情勢の変化
  法・制度改正に伴う対応 など

基本方向１ 【都市構造】都市機能の集約と連携による持続可能な都市づくり

基本方向２ 【地方創生】地域の魅力が向上し、人や仕事であふれる都市づくり

基本方向３ 【安全安心】安全で安心して暮らせる都市づくり

基本方向４ 【環　　境】歴史･文化資源の保全と美しい景観形成を図り、自然環境と共生する魅力ある都市づくり

基本方向５ 【地域主体】私たちの地域は私たちがつくる地域主体の都市づくり

都市機能等を中心部や生活拠点に集約し、市街地の拡大を抑制するとともに、誰もが必要なサービスを身近に享受することができ
る都市構造の実現を図ります。
拠点間や拠点と居住地域間において、公共交通の確保・維持や新たな交通システムの導入等により、快適に移動できる都市づくり
を目指します。
集約化を図るべき地域では土地利用の高度化などを図るとともに、集約化する地域の外側では公共サービスのあり方、農地や自然
環境の保全・再生を検討します。
すでに市街地を形成している地域においては、官・民が保有する様々な既存ストックの総合的な有効活用を図り、より効果的・効
率的な都市づくりを進めます。

既存企業の事業拡大や新規成長産業分野の企業の進出を支援するため、企業ニーズに的確に対応できる立地環境の整備を促進します。
観光地間のネットワーク強化や二次交通の整備による受入体制の整備促進など、観光客をもてなす都市づくりを促進します。
地域の個性や固有の魅力の向上を図り、活力と魅力にあふれ、暮らす人にも訪れる人にも快適な都市づくりを進めます。
県や市町がそれぞれの役割分担のもとで連携・協調して、地域活力や地域間競争力の向上を目指した都市づくりを進めます。

災害リスクを考慮した土地利用のあり方の検討や、交通・ライフライン等の代替性の確保など、総合的な災害対策と都市防災機能
の強化を図ります。
様々な防災情報を整理し、ハード・ソフト双方の災害対策に反映させるとともに、事前復興等の取組にも活用します。
バリアフリー、ユニバーサルデザイン化を進めることなどにより、すべてのひとが安心・安全に住める都市づくりを進めます。

地域特有の歴史・文化資源等を保全するとともに、景観形成や都市空間等の創出を図り、美しい県土を次世代に継承する都市づく
りを進めます。
グリーンインフラの取組などを進めるとともに、自然景観を活かした市街地を形成するなど、自然と共生した都市づくりを推進します。

多様な主体が協働を推進しながら、民間主体のエリアマネジメント等を活用し、地域が自ら運営・調整・管理できる都市づくりを
目指します。



中心拠点となる竹田地区周辺

観光客が訪れる下本町の夜市

災害を防止し景観を向上させる古市の無電柱化

住民の憩いと交流の場として整備したたけのこ広場

地元のまちづくりを考えるワークショップの開催

コンパクト・プラス・ネットワーク

 豊後竹田駅周辺や国道57号沿いの商業エリアなどを含んだ竹田・豊岡地区及び玉来・松本地区を中心拠点とします。
 持続可能な都市づくりに向けて、豊後竹田駅周辺等の中心拠点へ、行政、医療・介護、福祉、商業等の都市機能や居

住の集約化を促し、郊外部への市街地の拡大を抑制することにより、コンパクト・プラス・ネットワークの実現を目
指します。

公共交通

 豊後竹田駅では、異なる交通モードの結節点として、交通手段間の乗り
継ぎの円滑化など、その機能強化を図り、公共交通機関の利用促進に努
めます。

 情報通信技術を活用した交通需要マネジメントなどの新たな交通システ
ムの導入について、検討を進めます。

道路

 特に優先的に整備、事業化する道路は、２路線あります。（竹田玉来線、玉来吉田線）

土地利用

 中心市街地では、土地利用の高度化や既存ストックの有効活用を図るとともに、公共施設や各種施設の中心部への集
約及び立地促進に努めます。また、空き家などについて、他の用途への転用等を含めて、多様な活用を推進します。

観光振興・インバウンド対応

 城下町地区では、江戸時代の面影を残す武家屋敷や寺社が建ち並ぶ城下
町の町並み景観を保全するとともに、観光産業と連携のもと歴史的風致
を活かして観光客の滞在時間の増加に向けた必要な機能の集積を図り、
本都市計画区域の顔づくりを目指します。

企業誘致・産業振興

 国道57号沿道及び国道442号沿道を産業機能集積拠点とし、工業地としての機能の集積と充実により、既存産業の支援
や企業誘致を図るとともに、周辺地域の自然環境や生活環境の保全に努めます。

 中九州横断道路による高速交通体系の整備を見据え、新たな企業の誘致を図ります。

市街地開発

 都市基盤が不十分で未利用地が介在している地区については、必要に応じて土地区画整理事業の導入等を検討します。

防災

 玉来川、濁淵川は、特に優先的に整備を進めます。
 緊急輸送道路など災害時にその機能の維持が必要な道路については、防

災対策を推進します。
 可能な限り災害リスクの低い区域へ居住や都市機能を誘導し、災害リス

クの高い区域については土地利用規制等を検討するなど、適切な土地利
用を図りつつ都市の防災性向上に努めます。

バリアフリー・ユニバーサルデザイン

 「竹田らしい」城下町の機能をまちづくりに活かしていくため、無電柱化による安全確保や案内板の整備、バリアフ
リー・ユニバーサルデザインに配慮した歩行空間の整備など、歩行者にやさしい道づくりを検討します。

景観・自然環境

 景観条例に基づく景観形成重点地区に指定されている城下町地区は、高
度地区などの制度を活用し、景観形成を図ります。

 中心市街地西側の寺町の社寺林は、特別緑地保全地区への指定を検討し
ます。また、本都市計画区域を取り囲む丘陵地については、風致地区な
どの指定を検討し、適切な伐採等による良好な樹林地の維持存続に努め
ます。

公園

 適切な維持・管理や機能の充実、長寿命化を図るとともに、総合運動公園の機能強化を検討します。
 公募設置管理制度（Park-PFI）の活用等により、民間の資金、技術、経験などを活かした魅力ある公園づくりを検討し

ます。

農地

 市街地内の農地は、景観・環境・交流などの機能を持つ身近にふれることができる緑地として、必要に応じて保全に
努めます。

 吉田地区、飛田川地区のまとまった市街地周辺の優良な農地の保全に努めます。

官民連携のまちづくり

 計画内容とその進捗状況については、県・市・住民による「都市（ま
ち）づくり懇談会」などにおいて定期的に意見交換を行い、継続的に計
画内容を改善していきます。

 行政主体のまちづくりからの転換を図り、様々な主体が主役となり、自
分達の地域の資源を活用し、地域の価値を高めるエリアマネジメントを
推進します。

基本方向１ 【都市構造】都市機能の集約と連携による持続可能な都市づくり

基本方向２ 【地方創生】地域の魅力が向上し、人や仕事であふれる都市づくり

基本方向３ 【安全安心】安全で安心して暮らせる都市づくり

基本方向５ 【地域主体】私たちの地域は私たちがつくる地域主体の都市づくり

竹田都市計画区域マスタープランの概要

都市づくりの基本理念
　中九州横断道路の延伸を契機に、存在する多くの歴史的文化遺産を活用した観光機能のさらなる強
化、阿蘇やくじゅうなどとの連携により、広域的な観光・レクリエーション拠点として中心的役割を果
たす観光都市の形成を目指します。

基本方向４ 【環　　境】歴史･文化資源の保全と美しい景観形成を図り、自然環境と共生する魅力ある都市づくり



吉田地区

飛田川地区

6・5・1
竹田市総合運動公園

岡城跡

七里地区

市役所

玉来地区

竹田地区

3・4・2
竹田玉来線
1

3・5・7
玉来吉田線
2

竹田IC

竹田久住IC
（仮称）

竹田西IC
（仮称）

特に優先的に整備もしくは事業化を目標とする区間
1 3・4・2竹田玉来線（県道高森竹田線）
2 3・5・7玉来吉田線（県道神原玉来線）

500m 0 500 1000 1500 ※道路は原則として幅員8m以上の幹線道路で、表中の（　）内は道路法上の路線名を標示している。公園は原則として総合公園、運動公園など都市基幹公園を標示している。

整備済み区間

整備済み

行政界

都市計画区域

　整備、
□ 竹田都市計画区域

開発及び保全の方針付図

生活環境整備・保全地域

商業系

工業系

　　

主な公園

水辺環境を
保全する地域

都市的土地利用

住居系

主な交通施設

整備済

鉄道

用途地域

保全する山地

保全する農地

その他の土地利用

主要幹線

都市幹線

幹線分類（太さで区分）

整備状況

幹線道路

地域高規格道路

特に優先的に整備
もしくは事業化を目標と
する区間

その他の主な
幹線道路

計画路線 (現道あり）

(現道あり）

特に優先的に整備
もしくは事業課を目標と
する区間

優先的に整備
もしくは事業化を目標と
する区間

(現道あり）


